
（単位：千円）
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事業の概要（実施計画時）

　①目的・効果
　②交付金を充当する経費内容
　③積算根拠（対象数、単価等）
　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

うち臨時交付金充当額

1 低所得世帯支援給付金事業（追加給付分）
【物価高騰対策給付金】

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　3400世帯×70千円
　事務費　　7590千円
　事務費の内容
　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料
　　人件費　その他　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3400世帯）

※上記事業費のＲ5年度物価高騰対応地方創生臨時交付金分

令和6年2月9日 令和6年7月31日 209,559 209,489

2

給付金・定額減税一帯支援事業
（令和5年度交付金分）
　　住民税均等割のみ課税世帯支援給付金事業
　　令和6年度低所得世帯支援給付金事業
　　低所得世帯こども加算給付金事業
　　定額減税補足給付金事業

福祉課
子育て支援課

税務課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　514世帯×100千円、令和６年度非課税世帯　313世
帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税世帯　176世帯×100千円、子ども加算　830
人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　10887人　(261140千円）
事務費　17338千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及
び賃借料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1003世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数
（10887人）

※上記事業費のＲ5年度物価高騰対応地方創生臨時交付金分

令和6年3月29日 令和6年11月30日 95,621 95,621

3 生活商品券発行事業
（国のＲ5補正予算分（推奨事業メニュー分））

地域振興課

①④物価高騰の影響を受ける18歳未満の子どもを有する子育て世帯と、65歳以上の高
齢者の生活の支援のため、子どもと高齢者に１人あたり5,000円の生活商品券を発行す
る。（コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業の一般財源分）
②③
・通信運搬費　570円×13,700人＝7,809千円
・加盟店への案内通知　140円×60店舗×2回≒17千円
・受取催促通知等郵送料　84円×13,700人≒1,151千円
・換金振込手数料　770円×60店舗×8回≒370千円
・事務委託料（商品券印刷発行・換金業務等）　16,500千円
・生活商品券交付金　5,000円×13,700人＝68,500千円
事業費合計：94,347千円（内、コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を72,155
千円充当）

※上記事業費のＲ5年度物価高騰対応地方創生臨時交付金分

令和5年12月1日 令和6年3月31日 8,890 8,890

所管課

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業の効果検証

令和５年度交付限度額計

令和５年度交付金充当額

令和６年度への繰越額

Ｎｏ 交付対象事業の名称

①【令和５年度非課税世帯】
対象世帯数3,131世帯に対し、2,956世帯に現金支給（支給率94.4％）

②物価高騰の影響を受ける生活の支援のため、令和５年度住民税非課税世帯及び家
計急変世帯に対し、１世帯あたり70,000円の現金を支給。物価高騰の状況下において、
低所得世帯へ充分な支援ができた。

①下記の対象者に現金給付（※令和５～６年度にかけての実績）
【令和５年度住民税均等割のみ課税世帯】
対象世帯数516世帯に対し、514世帯に現金支給（支給率99.6％）
【令和６年度に新たに非課税となった世帯】
対象世帯数329世帯に対し、313世帯に現金支給（支給率95.1％）
【令和６年度に新たに住民税均等割のみ課税となった世帯】
対象世帯数178世帯に対し、176世帯に現金支給（支給率98.9％）
【令和５年度、令和６年度のいずれかで住民税非課税、又は住民税均等割のみ課税と
なった世帯で、18歳以下の児童を扶養する世帯】
対象世帯数416世帯（児童830人）に対し現金支給（支給率100％）
【定額減税補足給付対象者】
対象者10,973人に対し、10,887人に現金支給（支給率99.3％）

②物価高騰の影響を受ける生活の支援のため、令和６年度に新たに住民税非課税・住
民税均等割のみ課税となった世帯に対し、１世帯あたり100,000円の現金を支給、また、
その世帯中で18歳以下の児童を扶養する世帯に対し、児童1人あたり50,000円の現金
を支給、定額減税を十分に受けられないと見込まれる世帯に対し、住民1人あたり最大
4万円の現金を給付。物価高騰の状況下において、低所得世帯へ充分な支援ができ
た。

①18歳未満の子どもと65歳以上の高齢者に対し、下記のとおり商品券を支給。
支給対象人数13,586人に対し13,467人に支給（支給率98.3％）
総支給額67,335千円に対する消費額は64,840千円(消費率96.3％）

②物価高騰の影響を受ける18歳未満の子どもを有する子育て世帯と、65歳以上の高
齢者の生活の支援のため、子どもと高齢者に１人あたり5,000円を支給。商品券の配布
により、子育て世帯と高齢者に対する支援と町内経済の活性化を行うことができた。

事業始期 事業終期

効果検証

　　①事業の成果（数値等）
　　②事業の効果・評価（課題等）

令和5年度実績額


